
 

神戸市帰宅困難者支援に係る協力事業者登録要綱 

令和２年７月１日 危機管理室長決定 

（目的） 

第１条 この要綱は、神戸市帰宅困難者対策基本指針（平成 26 年３月策定。以下「指針」

という。) に基づき、災害時に帰宅困難者を支援する協力事業者の登録基準、その他必要

な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 帰宅困難者とは、災害の発生により、交通機関が停止し通常の方法では自宅に帰宅

することが困難になった者の総称をいう。 

(２) 徒歩帰宅者とは、帰宅困難者のうち、徒歩により自宅への帰宅を行う者をいう。 

(３) 協力事業者とは、帰宅困難者の支援を目的としてこの要綱に定める登録を受けた

事業者の総称をいう。 

(４) 一斉帰宅抑制事業者とは、協力事業者のうち、発災時、施設内の滞在者に対して一

斉帰宅抑制を呼びかけ、安全に滞在するための運営要員の確保に努める事業者をいう。 

(５) 一時滞在施設事業者とは、協力事業者のうち、発災時に帰宅困難者を広く受け入れ、

安全に滞在するための運営要員の確保に努める事業者をいい、神戸市と「緊急退避所と

しての一時利用に関する協定」等を締結した事業者を含める。 

(６) 帰宅支援ステーション事業者とは、協力事業者のうち、徒歩帰宅者を支援するため

に水道水やトイレ、徒歩帰宅に必要な情報等を提供する事業者をいい、関西広域連合と

「災害時における帰宅困難者支援に関する協定」を締結した事業者を含める。 

（申請） 

第３条 協力事業者としての登録を受けようとする事業者は、神戸市帰宅困難者支援に係

る協力事業者登録申請書（様式第１号）により申請を行うものとする。 

２ 協力事業者としての登録を取消そうとする事業者は、神戸市帰宅困難者支援に係る協

力事業者取消申請書（様式第２号）により申請を行うものとする。 

（審査及び登録基準） 

第４条 危機管理室長は、第３条１項に規定する申請があつた場合は、当該事業者が当該各

号に掲げる基準のいずれかに適合しているか審査するものとする。 

(１) 一斉帰宅抑制の要件をもつて登録しようとする事業者は、施設内の滞在者が安全

に帰宅開始できるまでの最長３日間を施設内で過ごせるよう、滞在者保護のためのス

ペース及び、想定される滞在者の３日分以上の物資備蓄を確保していること。 

(２) 一時滞在施設の要件をもつて登録しようとする事業者は、ＪＲ三ノ宮駅、元町駅、

神戸駅の各駅を中心として概ね１km 以内に事業所を有し、帰宅困難者のための滞在ス

ペース、周辺の被害状況や公共交通機関の運行状況について情報収集及び、情報提供を



 

行える手段を確保していること。 

(３) 帰宅支援の要件をもつて登録しようとする事業者は、徒歩帰宅者の立ち寄り拠点

として、水道水やトイレ、周辺の被害状況や公共交通機関の運行状況について情報収集

及び、情報提供を行える手段を確保していること。 

（登録の認定） 

第５条 危機管理室長は、第３条１項に規定する申請について、第４条各号のいずれかに適

合し、指針及び、第４条 1号の場合は「一斉帰宅抑制ガイドライン」、第４条２号の場合

は「一時滞在施設運営ガイドライン」に則した運用ができるかを総合的に判断し登録を認

定するものとする。この場合において、危機管理室長は、認定した結果を協力事業者登録

結果通知書（様式第３号）により申請した事業者に通知するものとする。 

（登録の取消） 

第６条 危機管理室長は、協力事業者が当該各号のいずれかに該当するときは、登録を取消

すものとする。この場合において、危機管理室長は、登録を取消す理由を協力事業者取消

通知書（様式第４号）により協力事業者に通知するものとする。 

(１) 協力事業者が事業を廃し、又は休止したとき 

(２) 第４条各号に規定する基準を満たさなくなったとき 

(３) 偽りその他不正な手段により協力事業所等の登録を受けたとき 

(４) 協力事業者が第３条２項に規定する申請をしたとき 

（協力事業者の公表） 

第７条 危機管理室長は、協力事業者の名称、位置、登録要件、その他必要な事項について、

ホームページ等により公表するものとする。 

２ 協力事業者は、公表が事業の運営に支障があるとき、協力事業者として安全で円滑な運

営を行うことに支障があるときは、その旨を危機管理室長に申し出ることが出来る。 

３ 危機管理室長は、前項に定める申し出により、公表することが適当でないと認める時は

公表しないこととする。 

（施行の細目） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施について必要な事項は別に定める。 

 

 附 則 

この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 


